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※本文中の年号表記について、平成31年度は「令和元年度」を使用する。 

 

国保データベース（KDB）システムは、国保連合会が保険者の委託を受け

て行う共同電算業務を通じて管理する「特定健診・特定保健指導」、「医療」

等にかかる情報を活用して統計情報等の情報提供を行うシステムである。 

本文中でKDBデータが出典となっている統計において比較対象としている

「国」とは、KDBシステムに加入している、全国の市町村国保及び国保組合

のデータが基礎となっている。KDBデータ以外の出典の場合は、法定報告

等より抽出している。 

 

CH25システムは、被保険者の健康管理などの保健事業を支援する「データ

分析ツール」である。中建国保が持つ健康診査データ、診療報酬明細（レ

セプト）データなどの分析を基に「健康レベルの見える化」を行い、健康

リスクと対策・結果に合わせた健康PDCAサイクルを促すために、令和4年

度より、導入したシステムである。 
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1 計画の概要 

1 計画の概要 

1.1 背景 

「日本再興戦略」（平成25年6月14日閣議決定）において、医療保険者に対し、レセプト等のデ

ータを分析、それに基づく加入者の健康保持増進のための事業計画として「データヘルス計画」

を作成・公表、事業実施、評価等の取り組みを求める方針が示された。 

平成26年3月31日に国保におけるデータヘルス計画の推進を目指し、「国民健康保険法に基づく

保健事業の実施等に関する指針」の改正が行われた。保健事業に関する計画の策定や評価は従

来の指針の中でも求められていたが、この改正により国保保険者は、健康・医療情報を活用し

て保健事業の実施計画を策定し、効果的かつ効率的な事業の実施及び評価を行うことが必要と

された。 

こうした背景を踏まえ、中央建設国民健康保険組合（以下、「当組合」という）においても、「保

健事業実施計画（データヘルス計画）を平成28年4月に第1期データヘルス計画、平成30年4月

に第２期データヘルス計画を策定し、事業を実施してきた。 

第2期データヘルス計画の振り返りをふまえ、改めて健康課題を明確にしたうえで、令和6年度

から第3期データヘルス計画（以下、「本計画」という）」を策定する。 

 

1.2 目的 

加入者の健康課題を明確にしたうえで事業を計画する（Plan）、計画に沿った事業を実施する

（Do）、客観的な指標を用いて実施した事業を評価する（Check）、評価結果に基づき事業内容

等を見直し改善を図る（Act）という「PDCAサイクル」に沿った効果的・効率的な保健事業を

実施することで、組合員とその家族の健康意識の改善と医療費の適正化という２つの目標を達

成することを目的とする。 

 

図 1-1 データ活用によるPDCAサイクルの遂行（厚生労働省作成資料をもとに作成） 
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1 計画の概要 

1.3 計画の位置づけ 

データヘルス計画は、高齢者の医療の確保に関する法律及び国民健康保険法の規定に基づく国

の指針により、保険者等における策定が努力義務として位置づけられている。 

本計画は、「国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針」に基づき、当組合が策定

したものであり、「中央建設国民健康保険組合第4期特定健康診査等実施計画」と整合性を図る

ものとする。あわせて本計画は、当組合保健事業の基本的な指針と位置づけ、被保険者の健康

意識の改善と疾病の予防の実現を目指すものである。 

 

1.4 第4期特定健康診査等実施計画との関係 

第4期特定健康診査等実施計画の計画期間が令和６～11年度の6年間であることから、第3期デ

ータヘルス計画は第4期特定健康診査等実施計画と整合性を図り、一体的に6ヵ年計画として策

定する。 

「特定健康診査等実施計画作成の手引き（第4版）（令和5年3月）」にて示された「特定健康診査

等実施計画に具体的に記載すべき事項（全体構成）」を第3期データヘルス計画に記載する。 

 

第4期特定健康診査等実施計画に記載すべき事項について第3期データヘルス計画に記載され

た箇所を表 1-1に示す。 

 

表 1-1 第4期特定健康診査等実施計画に記載すべき事項の第3期データヘルス計画に記載されている箇所 

第4期特定健康診査等実施計画に記載すべき事項 
第3期データヘルス計画の章立て 
（記載箇所） 

一 達成しようとする目標 5 第4期特定健康診査等実施計画 

二 特定健康診査等の対象者数に関する事項 同上 

三 特定健康診査等の実施方法に関する事項 同上 

四 個人情報の保護に関する事項 同上 

五 特定健康診査等実施計画の公表及び周知に関する事 

  項 
同上 

六 特定健康診査等実施計画の評価及び見直しに関する 

事項 
同上 

七 その他特定健康診査等の円滑な実施を確保するため 

に保険者が必要と認める事項 
同上 
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1 計画の概要 

1.5 計画の期間 

第4期特定健康診査等実施計画の計画期間が、令和6～11年度の6年間とされていることから、

第3期データヘルス計画の実施期間は、第4期特定健康診査等実施計画と合わせ、令和6～11年

度までの6年間とする。 

 

1.6 計画策定にあたっての基本方針 

データヘルス計画では、特定健康診査等の結果及び医療費の分析を行い、当組合の実態に即し

た保健事業や医療費適正化事業を、以下の基本方針に基づき計画策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7 実施体制 

本計画策定後、当組合全体の健康増進を図るために、関係部署と連携し、データヘルス計画を

推進する。 

基本 

方針 

● 当組合の特色、特徴に即した保健事業や医療費適正化事業とする 

● 特定健診の結果やレセプトデータ等の健康・医療情報を活用して、当組合の健

康課題を明確にする 

● PDCA サイクルに基づいた効果的かつ効率的な保健事業や医療費適正化事業

を実施する 

● 支部の特性(被保険者数、健康度）を踏まえ、本部・支部と連携した効果的・効

率的な保健事業や医療費適正化事業とする 
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2 中央建設国民健康保険組合の状況 

2 中央建設国民健康保険組合の状況 

2.1 概況 

当組合は、建築大工、塗装工、電気工などの建設業に従事する組合員とその家族が加入してい

る全国型の国保組合である。 

2.2 被保険者の状況 

 被保険者の構成（性別・年齢階層別） 

令和5年3月末現在の被保険者数は男性172,445人、女性106,334人、計278,789人である。65

～74歳の被保険者数は42,211人であり、全体の15.1％である。 

 

表 2-1 被保険者数の構成  

（単位：人） 

  
     計 

 男性 女性 

     計 278,789 172,455 106,334 

 
組合員 127,838 123,980 3,858 

家族 150,951 48,475 102,476 

                                 【データ】当組合被保険者データ 

 

  

図 2-1 被保険者数の構成（性別・年齢階層別）（令和5年3月末現在）     【データ】当組合被保険者データ 
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2 中央建設国民健康保険組合の状況 

 被保険者数の推移（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 被保険者数の推移                          【データ】当組合被保険者データ 

 

 平均年齢 

表 2-2 平均年齢の推移（平成30～令和4年度）                          （単位：歳） 

 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

平均年齢 39.6 37.5 36.9 36.7 36.6 

【データ】KDBデータ 

 種別の状況 

年齢や就労形態ごとの被保険者数の状況を図 2-3に示す。一人親方は組合員全体の46.2%を占

めている。 

 
図 2-3 被保険者の種別構成（令和5年3月末現在）             【データ】当組合被保険者データ 

種別コード 

法人第1種：  法人事業所事業主 第3種：  個人事業所従業員 

第1種  ： 個人事業所事業主 第4種：  25歳以上30歳未満 

 第2種  ：  一人親方 第5種： 20歳以上25歳未満 

法人第3種：  法人事業所従業員 第6種：  20歳未満 
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2 中央建設国民健康保険組合の状況 

 被保険者と特定被保険者 

特定被保険者数は毎年増加しており、令和4年度は全被保険者の27.2％を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4 特定被保険者数の構成（令和5年3月末現在）            【データ】当組合被保険者データ 
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2 中央建設国民健康保険組合の状況 

2.3 第2期データヘルス計画の振り返り 

2.3.1 第2期データヘルス計画にて設定した目標と実績 

第2期データヘルス計画にて設定した目標と令和4年度の実績を表 2-3に示す。 

 

表 2-3 第2期データヘルス計画にて設定した目標と令和4年度の実績       

 

目標（令和 5年度） 実績（令和 4年度） 

振り返り アウトプット 

アウトカム 

アウトプット 

アウトカム 

特定健診及び 

一般健診・節目

人間ドック 

特定健康診査受診率 

70.0% 

一般健康診査受診率 

40.0% 

 

 

特定健康診査受診率

58.9%（令和 4年度） 

一般健康診査受診率

34.4%（令和４年度） 

平成 30年度比特定保健

指導対象者減少率1.6%

減少 

【成功・推進要因】 

・集団健診による受診者が全体の 93.4％を占めてい

る 

・支部・出張所役職員による受診勧奨 

・健康教室等で受診勧奨 

・未受診者に漏れ健診の実施 

・保健事業推進補助金の支給 

・健診機関への委託 

・健康推進委員会等の活動 

・保健師の協力 

・受診勧奨リーフレットの作成 

 

【課題・阻害要因】 

・新規受診者の伸び悩み 

・家族被保険者の受診率が低い 

・各支部・出張所における取り組みに温度差 

 

特定保健指導 

 

特定保健指導利用率 

30.0％ 

特定保健指導対象者減

少率の向上 

特定保健指導利用率

17.6％（令和 4年度） 

特定保健指導対象者減

少率 17.5％（令和 4年

度） 

【成功・推進要因】 

・保健師の手紙等による勧奨 

・通知により一部の対象者の意識が向上 

・集団健診当日に初回面談を分割実施 

・ITC を活用した保健指導委託機関の導入 

 

【課題・阻害要因】 

・保健指導機関や支部・出張所のマンパワーに差 

・レセプトによる服薬の有無が未確認のため、適切な保

健指導対象者の抽出が不十分 
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2 中央建設国民健康保険組合の状況 

 

目標（令和 5年度） 実績（令和 4年度） 

振り返り アウトプット 

アウトカム 

アウトプット 

アウトカム 

がん検診 
がん検診受診率 

60.0％ 

がん検診診受診率 

56.1％ 

【成功・推進要因】 

・集団健診において、基本健診・胸部レントゲンとのセ

ットで実施することで受診者が多い 

・市町村サービスで行うがん検診を受診した場合にも、

個人健診として補助金を支給する取り組みをしている

ため、申請しやすい 

 

【課題・阻害要因】 

・集団健診の契約金額の関係上、安価ながん検診し

か実施できない（多くの支部が大腸がん検診のみ） 

・基本健診を受診していることが補助条件のため、がん

検診のみ受診した人に補助ができない 

・被保険者が受診したがん検診の種類を正確に把握

できていない 

・個人で受ける場合、がん検診や胸部レントゲン撮影

を同時に受診できないケースが多い 

 

胸部レントゲン 

撮影 

胸部レントゲン受診率 

60.0％ 

胸部レントゲン受診率 

58.6％ 

【成功・推進要因】 

・健診受診率の増加により、胸部レントゲン撮影も受

診率が増加している 

 

【課題・阻害要件】 

・補助金支給が発生しないと受診件数を把握できない

ため、実際の受診件数との差がある 

・有所見者の把握やその後の受診状況の把握ができ

ていない 

 

郵送大腸がん 

検診 

受診率 20.0％ 

本事業対象者の健診受

診率 30.0％ 

受診率 14.2％（令和 3

年度） 

本事業対象者の健診受

診率 29.3％（令和3年

度） 

【成功・推進要件】 

・令和 3年度で対象年齢が 1巡したため中止。中止

後一般健診受診率の減少は見られていない 

  

【課題・阻害要件】 

・若年層の健診やがん検診の受診勧奨を、インターネッ

トや SNS等の活用も視野に入れる 

 

インフルエンザ 

予防接種補助 

接種率 20.0％ 

医療費の抑制 

接種率 11.7％ 

 

【成功・推進要件】 

・補助回数を年度中1回から2回に増やし、接種率が

増加 

・インフルエンザによる重篤な疾病の罹患率が減少 

・予防接種を受けた被保険者のインフルエンザ罹患率

が低下 

 

【課題・阻害要件】 

・接種率が低い年齢層向けの広報が不足 
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2 中央建設国民健康保険組合の状況 

 

目標（令和 5年度） 実績（令和 4年度） 

振り返り アウトプット 

アウトカム 

アウトプット 

アウトカム 

肺炎球菌 

予防接種補助 
医療費の抑制 

発症率 

接種あり 1.1％ 

接種なし 6.9％ 

一人当たり医療費 

接種あり 84,776円 

接種なし 223,059円 

【成功・推進要件】 

・入院、外来の肺炎のレセプト件数が年々減少してお

り、医療費の抑制に一定の成果がでている 

 

【課題・阻害要件】 

・事業の周知が不足 

 

アスベスト再読影 

 
アスベスト再読影の実施 

アスベスト再読影実施率 

50.9％ 

【成功・推進要件】 

・「黙示の同意」を得て再読影を実施するように運用を

変更したことで、実施率を増やすことができた 

 

【課題・阻害要件】 

・支部により実施率に差がある 

・対象者や実施に関する広報が不十分 

・本部を経由しない場合、実施数や結果の把握ができ

ていない 

 

労災認定等の 

職業病関連支援 

医療費の抑制 

労災切り替え件数 

医療費の抑制  

3,166万円 

労災切り替え件数 

12件 

【成功・推進要件】 

・アスベスト再読影実施数が増えてきており、労災切り

替え件数を維持することができている 

 

【課題・阻害要件】 

・費用負担等で取り組みができていない支部がある 

 

ハイリスクアプロー

チ事業 

医療機関受診率 

45.0％ 

医療機関受診率 

23.5％ 

【成功・推進要件】 

・通知の発送回数を年 1回から 2回に変更し、健診

後から通知発送までのタイムラグを少なくしたことで、医

療機関受診率が増加 

・対象者リストを支部が確認することで、より効果が上

がる対象者に絞り込みができた 

 

【課題・阻害要件】 

・抽出条件を見直し、脂質リスクを追加するか検討 

・アウトプット（成果）に生活習慣病罹患率を追加 

健康・体力づくり 

事業の継続 

事業実施支部数 

事業参加率 

実施した支部 22支部 

参加者数 11,942人 

参加率 4.2％ 

【成功・推進要件】 

・指標を変更し、成果を可視化できた 

・申請書類の書式を変更し、実施内容を把握できるよ

うになった 

・活動内容を機関紙に掲載し、他支部へ情報提供 

 

【課題・阻害要件】 

・開催していない支部の実情を把握できていない 

・健康増進や疾病予防に繋がっているかの分析ができ

ていない 

 



 

 

 10    

 

2 中央建設国民健康保険組合の状況 

 

目標（令和 5年度） 実績（令和 4年度） 

振り返り アウトプット 

アウトカム 

アウトプット 

アウトカム 

保養施設    

宿泊補助 
事業の継続 

申請率 1.8％ 

補助人数 5,075人 

【成功・推進要件】 

・全国展開をしている宿泊施設と契約ができた 

 

【課題・阻害要件】 

・新型コロナウイルス感染症拡大により施設利用者が

減少した 

・事業の周知や広報が少ない 

 

健康家庭祝金 事業の継続 

対象世帯数 4,751世帯 

対象世帯の割合  

3.5％ 

【成功・推進要件】 

・支給要件を変更し、健康の保持増進をより重視する

ことができた 

・支部に健診未申請者の確認依頼や、機関紙に健診

結果提供の依頼記事を掲載することで、支給対象世

帯が増加した 

 

【課題・阻害要件】 

・健診を受診しているかが支給要件となっており、受診

勧奨レベルの健診結果が一定数ある 

・支給世帯の健診結果や医療費などの経年を分析

し、支給要件の見直しが必要か検討 

 

健康相談室 事業の継続 
利用件数 3,081件 

利用率 2.4％ 

【成功・推進要件】 

・「こころの相談」を導入し、初年度より 2年目の利用

数が増えており、周知ができている 

・機関紙に掲載する広報媒体を委託業者が作成し、

わかりやすい記事にすることができた 

 

【課題・阻害要件】 

・年々利用件数、利用率ともに低下している 

・費用対効果が見えにくい 

 

後発医薬品減額

差額通知 

後発医薬品使用割合 

80.0％以上 

後発医薬品使用割合 

82.7％ 

切り替え割合 11.1％ 

通知件数 8,847件 

【成功・推進要件】 

・年 2回通知発送を行い後発医薬品使用割合が伸

びている 

・被保険者証と併せてジェネリック希望シールを配付し

ている 

・機関紙に記事を掲載し、制度の周知を行うことができ

た 

 

【課題・阻害要件】 

・対象者が減少した際は、抽出条件の変更を検討す

る 
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2 中央建設国民健康保険組合の状況 

 

目標（令和 5年度） 実績（令和 4年度） 

振り返り アウトプット 

アウトカム 

アウトプット 

アウトカム 

医療費通知 事業の継続 

一人当たり医療費 

162,444円 

通知数 116,252世帯 

【成功・推進要件】 

・制度改正に合わせて通知回数や内容を変更した 

・封筒の裏面を活用して、他事業との連携を図った 

 

【課題・阻害要件】 

・確定申告に活用できるようになったことに伴い、本来

の趣旨が伝わりにくくなった 

 

柔道整復施術療

養費の適正化 
事業の継続 

申請書 1件当たりの支給

額 4,165円 

被保険者 1人当たり支給

額 105円 

効果差額  

13,587,315円 

【成功・推進要件】 

・照会状の送付の際にリーフレットを同封し、聞き取り

調査時は事業の説明を行うなど、正しい知識の普及が

できた 

・長期受療者への文書による注意喚起とリーフレットを

送付し、長期受療件数の減少ができた 

 

【課題・阻害要件】 

・医療費の適正化に一定の効果があるが、更なる適正

化を進めるため、照会要件の変更を検討する 

・長期受療者への通知の効果検証を進める 

 

被保険者証交換

（更新）会 

開催会場数 

参加世帯 

開催会場数 901会場 

参加世帯 81,729世帯 

【成功・推進要件】 

・交換（更新）会に参加できない被保険者への窓口

対応など、支部・出張所の協力で被保険者証の交換

率はほぼ 100％になっている 

・新年度の事業説明や医療費節約について説明を行

うことができている 

 

【課題・阻害要件】 

・被保険者証廃止に伴い、事業説明や医療費節約

など従来行っていた説明をどうするか、検討する 
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2 中央建設国民健康保険組合の状況 

 

目標（令和 5年度） 実績（令和 4年度） 

振り返り アウトプット 

アウトカム 

アウトプット 

アウトカム 

【趣旨普及】 

・国保だより 

・便利帳 

・ホームページ 

・カレンダー 

・各種リーフレット

作成 

・健康ウェブ   

コンテンツ 

事業の継続 

セルフケア向上に資する

情報の周知・広報の継続 

「かてい版」 年 6回発行 

「情報資料版」年 6回発

行 

 

便利帳作成 年 1回 

ホームページ更新 年 1回

（お知らせは随時） 

カレンダー作成 年 1回 

リーフレット作成 年 1回 

令和4年度「がん検診を受

けよう！」 

 

コンテンツの種類・個数 

体：4個 

心：3個 

運動：3個 

レシピ：3個 

【成功・推進要件】 

・国保だよりの掲載記事は、担当部署や各支部等と

連携し、わかりやすく情報を伝えることができた 

・読者投稿により様々な意見等を直接確認することが

できた 

・ホームぺージは随時修正や「お知らせ」を更新すること

でわかりやすい情報の発信を継続することができた 

・リーフレットは毎年テーマを変更し、活用しやすいもの

を作成することができた 

 

【課題・阻害要件】 

・国保だよりは読者の手元に届いていないことや、カレン

ダー配付しない支部があるため、中建国保の事業紹介

ができる別媒体も検討する 

・リーフレットは数年活用できるが、配付できる部数に限

りがあるため、作成部数を検討する 

・ホームページや健康ウェブコンテンツは閲覧回数がカウ

ントできない為、活用状況の把握ができていない 

 

歯周病対策 

「なんでも噛んで食べるこ

とができる」人の割合の改

善 

 

「なんでも噛んで食べること

ができる」人の割合 

74.2％ 

実施回数 14回 

利用者数 485人  

【成功・推進要件】 

・コロナ禍で実施回数、利用者数が減少したが、郵送

で実施する等適宜対応することができた 

・「かんたん歯科チェック」に加え、「歯科健診」や「歯周

病リスク検査」を追加し、選択の幅を広げることができた 

 

【課題・阻害要件】 

・実施の意向を確認する時期が遅いと感じている支部

もあるため、意向確認の時期を検討する 

・指標が主観的なものであるため、客観的な指標に変

更する 

 

多受診アプローチ 
受診状況の改善率 

医療費の削減 

受診状況の改善率 

43.3％ 

医療費の削減 

617,055円 

【成功・推進要件】 

・令和４年度から開始し、通知を受け取った対象者が

混乱することなく実施することができた 

・受診行動の変化や医療費の削減に一定の成果がみ

られた 

 

【課題・阻害要件】 

・本部保健師が対応できる範囲（件数）に対象者を

絞っている 

・より成果が現れる対象者の抽出ができるように外部

委託することも検討する 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

3 データ分析結果に基づく健康課題 

3.1 中建国保の医療費データの分析 

3.1.1 医療費全体の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 総医療費の状況 

平成30年度～令和4年度の総医療費の状況を図3-1、図3-2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 平成30～令和4年度の総医療費                        【データ】CH25データ 

※１ レセプトは電子レセプトのみを集計対象としている。令和 4 年度末で、電子レセプト普及状況は医科レセプトが

96～99%、歯科レセプトが 91％。 

 

 

 

 

 

 

医療費全体

の状況 

● 総医療費は，平成 30 年度から令和元年度、3 年度から 4 年度までは上昇、2

年度は新型コロナ感染症による受診抑制のため減少している。平成 30 年度

から令和 4 年度までに外来は 3.3 ポイント増加し、入院は 3.6 ポイント減少

している。 

● 被保険者 1 人当たり医療費は平成 30 年度から令和 2 年度まで、3 年度から

4 年度までは上昇，3 年度は減少している。 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

 

 平成30年度を100とした場合の総医療費は、組合員は令和2年度に減少しているが令和3年度

から伸び続いている。家族は、令和元年度と令和2年度が横ばいで、令和3年度に伸びている。 

全体で見ても、組合員家族と同様の傾向となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 平成30～令和4年度の総医療費の組合員家族別推移                【データ】CH25データ 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

 

 1人当たり医療費の状況 

平成30年度～令和4年度の年間の一人当たり医療費の状況を図3-3、図3-4に示す。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-3 平成 30～令和 4 年度の一人当たり医療費                   【データ】CH25 データ 

 

 

 平成30年度を100とした、一人当たり医療費の伸びは、組合員は令和2年度は減少しているが、

令和3年度以降伸びている。家族は平成30年度から令和4年度までほぼ横ばいで、令和2年度の

減少も少ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-4 平成 30～令和 4 年度一人当たり医療費の組合員家族別推移              【データ】CH25 データ 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

3.1.2 疾病別医療費の状況 

 

 

 

 

 

 疾病別医療費（入院）の状況 

表 3-1 疾病別医療費（入院）の状況（令和4年度）                        【データ】KDBデータ 

項目  
疾病中分類 

1位 2位 3位 

総医療費 中建国保 関節症 骨折 虚血性心疾患 

全国 
統合失調症、統合失調症
型障害及び妄想性障害 

骨折 腎不全 

レセプト 1件

当たり医療費

（最大） 

中建国保 虚血性心疾患 
肝・肝内胆かんの悪
性新生物＜腫瘍＞ 

くも膜下出血 

全国 悪性リンパ腫 くも膜下出血 心臓の先天性疾患 

レセプト件数 中建国保 骨折 虚血性心疾患 関節症 

全国 
統合失調症、統合失調症
型障害及び妄想性障害 

骨折 
気分（感情）障害（躁
うつ病を含む）  

         ※赤字は生活習慣病  
※疾病中分類内の「その他の疾患」は多数の疾患が含まれるため、今統計データから除く 

 疾病別医療費（外来）の状況 

表 3-2 疾病別医療費（外来）の状況（令和4年度）                   【データ】KDBデータ 

項目  
疾病中分類 

1位 2位 3位 

総医療費 中建国保 糖尿病 高血圧性疾患 腎不全 

全国 糖尿病 腎不全 高血圧性疾患 

レセプト 1件

当たり医療費

（最大） 

中建国保 白血病 
肝・肝内胆かんの悪
性新生物＜腫瘍＞ 

気管、気管支及び肺の
悪性新生物＜腫瘍＞ 

全国 パーキンソン病 
気管、気管支及び肺の

悪性新生物＜腫瘍＞  
白血病 

レセプト件数 中建国保 高血圧性疾患 糖尿病 アレルギー性鼻炎 

全国 高血圧性疾患 糖尿病 脂質異常症  

     ※赤字は生活習慣病 
※疾病中分類内の「その他の疾患」は、多数の疾患が含まれるため、今統計データから除く 

疾病別医療

費の状況 

● 疾病中分類別に医療費を見ると、入院の総医療費に占める割合の高い疾病は

「関節症」「骨折」「虚血性心疾患」の順である。 

● 外来の総医療費に占める割合が高い疾患は、「糖尿病」、「高血圧性疾患」、

「腎不全」の順である。レセプト件数が多い疾病は「高血圧性疾患」「糖尿

病」「アレルギー性鼻炎」の順である。 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

3.1.3 生活習慣病関連疾患医療費の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 生活習慣病関連疾患の状況（入院） 

平成30年度～令和4年度の生活習慣病関連疾患の入院の状況を表3-3に示す。 

 
表 3-3 平成30～令和4年度 生活習慣病関連疾病別医療費（入院）の状況               【データ】CH25データ 

項目 年度 
生活習慣病関連疾患 

1位 2位 3位 4位 5位 

総医療費 

平成30年度 虚血性心疾患 脳梗塞 脳内出血 その他の循環器疾患 糖尿病 

令和元年度 虚血性心疾患 脳梗塞 脳内出血 その他の循環器疾患 糖尿病 

令和 2年度 虚血性心疾患 脳梗塞 脳内出血 その他の循環器疾患 くも膜下出血 

令和 3年度 虚血性心疾患 脳梗塞 その他の循環器疾患 脳内出血 糖尿病 

令和 4年度 虚血性心疾患 脳梗塞 脳内出血 その他の循環器疾患 糖尿病 

一人当たり

医療費 

平成30年度 くも膜下出血 脳内出血 その他の循環器疾患 脳梗塞 その他の脳血管疾患 

令和元年度 くも膜下出血 その他の循環器疾患 脳内出血 脳梗塞 その他の脳血管疾患 

令和 2年度 くも膜下出血 その他の循環器疾患 脳内出血 脳梗塞 その他の脳血管疾患 

令和 3年度 くも膜下出血 その他の循環器疾患 脳内出血 脳梗塞 その他の脳血管疾患 

令和 4年度 くも膜下出血 脳内出血 その他の循環器疾患 脳梗塞 その他の脳血管疾患 

レセプト 

件数  

平成30年度 糖尿病 虚血性心疾患 脳梗塞 高血圧性疾患 脳内出血 

令和元年度 糖尿病 虚血性心疾患 脳梗塞 高血圧性疾患 脳内出血 

令和 2年度 糖尿病 脳梗塞 虚血性心疾患 高血圧性疾患 脳内出血 

令和 3年度 糖尿病 虚血性心疾患 脳梗塞 高血圧性疾患 脳内出血 

令和 4年度 虚血性心疾患 糖尿病 脳梗塞 高血圧性疾患 脳内出血 

 

 

 

 

 

生活習慣病

関連疾患医

療費の状況 

● 生活習慣病関連疾患別に医療費を見ると、入院の総医療費に占める割合の高

い疾患は、「虚血性心疾患」、「脳梗塞」、「脳内出血」の順である。 

● 外来の総医療費に占める割合の高い疾患は、「高血圧性疾患」、「糖尿病」、

「慢性腎不全」の順である。レセプト件数が多い疾患は、「高血圧性疾患」、

「脂質異常症」、「糖尿病」の順である。 

● 平成 30 年度から令和 4 年度において、疾患の順位にほぼ変化は見られてい

ない。 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

 生活習慣病関連疾患の状況（外来） 

平成30年度～令和4年度の生活習慣病関連疾患の外来の状況を表3-4に示す。 

 

表 3-4 平成30～令和4年度 生活習慣病関連疾患別医療費（外来）の状況               【データ】CH25データ 

項目 年度 
生活習慣病関連疾患 

1位 2位 3位 4位 5位 

総医療費 

平成30年度 高血圧性疾患 糖尿病 慢性腎不全 脂質異常症 虚血性心疾患 

令和元年度 高血圧性疾患 糖尿病 慢性腎不全 脂質異常症 虚血性心疾患 

令和 2年度 高血圧性疾患 糖尿病 慢性腎不全 脂質異常症 虚血性心疾患 

令和 3年度 高血圧性疾患 糖尿病 慢性腎不全 脂質異常症 虚血性心疾患 

令和 4年度 高血圧性疾患 糖尿病 慢性腎不全 脂質異常症 虚血性心疾患 

一人当たり

医療費 

平成30年度 慢性腎不全 高血圧性疾患 糖尿病 脳梗塞 アルコール性肝硬変 

令和元年度 慢性腎不全 高血圧性疾患 糖尿病 脳梗塞 その他の循環器疾患 

令和 2年度 慢性腎不全 高血圧性疾患 糖尿病 脳梗塞 慢性閉塞閉肺疾患 

令和 3年度 慢性腎不全 高血圧性疾患 糖尿病 慢性閉塞性肺疾患 脳梗塞 

令和 4年度 慢性腎不全 高血圧性疾患 糖尿病 慢性閉塞性肺疾患 虚血性心疾患 

レセプト 

件数 

平成30年度 高血圧性疾患 脂質異常症 糖尿病 その他の肝疾患 虚血性心疾患 

令和元年度 高血圧性疾患 脂質異常症 糖尿病 その他の肝疾患 虚血性心疾患 

令和 2年度 高血圧性疾患 脂質異常症 糖尿病 その他の肝疾患 虚血性心疾患 

令和 3年度 高血圧性疾患 脂質異常症 糖尿病 その他の肝疾患 
その他の内分泌・栄養及

び代謝疾患 

令和 4年度 高血圧性疾患 脂質異常症 糖尿病 その他の肝疾患 
その他の内分泌・栄養及

び代謝疾患 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

3.1.4  高額医療費の状況 

 

 

 

 

 

 高額医療受療者の状況（入院） 

令和４年度の年間高額医療受療者の上位50位の主傷病を示す。医療費額は窓口負担分を含む。 

表3-5 令和4年度の年間高額医療受療者（入院）の主傷病の状況                          【データ】CH25データ 

順位 主傷病名 年間医療費額 順位 主傷病名 年間医療費額 

1 非ホジキンリンパ腫 56,136,390円 26 COVID-19肺炎 15,024,540円 

2 ムコ多糖症ⅠⅠ型 54,212,760円 27 頸髄損傷 14,929,680円 

3 非ホジキンリンパ腫 50,083,690円 28 うっ血性心不全 14,866,020円 

4 非ホジキンリンパ腫 47,176,210円 29 食道がん 14,788,680円 

5 非ホジキンリンパ腫 44,848,370円 30 先天性心疾患 14,737,250円 

6 先天性心疾患 36,843,990円 31 腎不全 14,583,510円 

7 急性リンパ性白血病 36,572,170円 32 先天性脳・脊髄疾患 14,145,370円 

8 特発性拡張型心筋症 28,864,360円 33 先天性心疾患 14,057,640円 

9 多発性骨髄腫 27,331,170円 34 重症新生児仮死 13,883,230円 

10 超低出生体重児 24,030,820円 35 急性白血病 13,849,240円 

11 多発性骨髄腫 22,644,060円 36 神経芽腫 13,777,010円 

12 先天性心疾患 22,380,130円 37 非ホジキンリンパ腫 13,698,750円 

13 髄芽腫 21,505,000円 38 筋ジストロフィー 13,617,670円 

14 脊髄性筋萎縮症 21,325,170円 39 原発性免疫不全症候

群 

13,508,210円 

15 成人細胞性リンパ腫 20,929,310円 40 重症新生児仮死 13,497,240円 

16 急性骨髄性白血病 19,551,260円 41 腎不全 13,385,070円 

17 脳腫瘍 17,110,060円 42 劇症型心筋炎 13,383,210円 

18 後縦靭帯骨化症 17,089,010円 43 先天性脳・脊髄疾患 13,269,700円 

19 脳内出血 16,173,620円 44 超低出生体重児 13,140,680円 

20 脳性まひ 15,927,610円 45 筋ジストロフィー 13,083,710円 

21 くも膜下出血 15,640,560円 46 大動脈解離 13,039,450円 

22 大動脈解離 15,614,050円 47 先天性心疾患 12,941,680円 

23 急性リンパ性白血病 15,394,670円 48 筋ジストロフィー 12,834,860円 

24 大動脈解離 15,312,400円 49 筋ジストロフィー 12,806,250円 

25 腎がん 15,070,550円 50 急性汎発性腹膜炎 12,564,490円 

         ＊赤字は生活習慣病が起因に関与している疑いが強い傷病名 

     ＊青字は新生物・がん 

 

 

 

高額医療費

の状況 

● 高額医療受療者の医療費を見ると、入院は「血液のがん・新生物」の割合が

多く、上位 30 位・50 位の総医療費は増え続けている。 

● 外来は、「血液のがん・新生物」、「肺がん」、「肝がん」の割合が多く、

上位 30 位・50 位の総医療費は増え続けている。 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

 高額医療受療の上位30位・50位の医療費の推移（入院） 

平成30年度～令和4年度の高額医療受療者の上位30位・50位の医療費の合計を図3-5に示す。 

上位30位の医療費合計、上位50位の医療費合計共に毎年増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         図 3-5 高額医療受療の上位 30 位・50 位の医療費の推移（入院）              【データ】CH25 データ 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

 高額医療受療者の状況（外来） 

令和4年度の年間高額医療受療者の上位50位の主傷病を示す。医療費額は窓口負担分を含む。 

表3-6 令和4年度の年間高額医療受療者（外来）の主傷病の状況                         【データ】CH25データ 

順位 主傷病名 年間医療費額 順位 主傷病名 年間医療費額 

1 筋ジストロフィー 81,318,060円 26 多発性骨髄腫 14,040,530円 

2 ゴーシュ病 80,823,030円 27 血友病A 13,778,660円 

3 血友病A 52,533,640円 28 肺がん 13,605,790円 

4 先天性第ⅩⅢ因子欠

乏症 

48,371,490円 29 肺がん 13,561,410円 

5 血友病A 34,979,960円 30 乳がん 13,468,430円 

6 遺伝性血管性浮腫 28,200,980円 31 多発性骨髄腫 13,012,860円 

7 遺伝性血管性浮腫 27,070,740円 32 肺がん 12,936,070円 

8 遺伝性血管性浮腫 25,630,630円 33 血友病A 12,834,020円 

9 全身性アミロイドー

シス 

23,385,610円 34 胃がん 12,769,080円 

10 特発性血小板減少性

紫斑病 

22,496,530円 35 肺がん 12,376,720円 

11 全身性エリテマトー

デス 

20,200,530円 36 多発性骨髄腫 12,239,560円 

12 多発性骨髄腫 18,938,180円 37 肝がん 12,046,800円 

13 多発性硬化症 18,783,350円 38 膀胱がん 11,977,490円 

14 肝がん 18,656,000円 39 多発性骨髄腫 11,869,010円 

15 全身性重症筋無力症 18,560,240円 40 肺がん 11,472,600円 

16 軟骨異形成症 17,578,230円 41 間質性肺炎 11,471,370円 

17 肺がん 16,867,500円 42 S状結腸がん 11,308,460円 

18 肺がん 16,685,760円 43 乳がん 11,220,510円 

19 多発性骨髄腫 16,316,900円 44 肺がん 11,152,330円 

20 先天性代謝異常 15,765,060円 45 多発性骨髄腫 10,756,890円 

21 うっ血性心不全 15,667,620円 46 ホジキンリンパ腫 10,651,210円 

22 遺伝性血管性浮腫 15,550,480円 47 舌がん 10,554,940円 

23 肝がん 15,332,650円 48 肝がん 10,522,610円 

24 肺がん 15,297,910円 49 肝がん 10,428,410円 

25 C型肝硬変 15,295,340円 50 肺がん 10,412,580円 

         ＊赤字は生活習慣病が起因に関与している疑いが強い傷病名 

     ＊青字は新生物・がん 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

 高額医療受療の上位30位・50位の医療費の推移（外来） 

平成29年度～令和4年度の高額医療受療者の上位30位・50位の医療費の合計を図3-6に示す。 

上位30位の医療費合計、上位50位の医療費合計共に毎年増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3-6 高額医療受療の上位 30・50 位の医療費の推移                 【データ】CH25 データ 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

3.1.5 人工透析導入者の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 人工透析導入者の状況 

平成30～令和4年度までの人工透析新規導入者と人工透析患者数の状況を図3-7に示す。 

人工透析患者数は令和元年度以降減少し、人工透析新規導入者数は令和4年度が減少している。 

 

 

図 3-7 透析導入者の状況の推移（平成30～令和4年度）                【データ】CH25データ 
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人工透析の

状況 

● 令和 4 年度の人工透析患者は 385 名で、平成 30 年度から患者数は横ばいで

ある。 

● 令和4年度に新たに人工透析導入者となった人数は66名で、令和3年度より 

11名減である。 

（単位：人） 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

3.1.6 悪性新生物に関する医療費の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 総医療費（入院）上位５疾患 

悪性新生物の総医療費（入院）の上位５疾患、平成30年度～令和４年度の状況を図3-8に示す。 

 

図 3-8 悪性新生物の総医療費（入院）（平成30～令和4年度）             【データ】CH25データ 

           

平成30年度から令和4年度における総医療費（入院）が増加している疾患と減少している疾患

を表3-7に示す。 

表3-7 増加している疾患と減少している疾患（平成30年度比） 

増加 減少 

疾患名 対平成30年度比 疾患名 対平成30年度 

甲状腺がん 66.3ポイント 子宮がん -58.4ポイント 

食道がん 29.6ポイント 肝がん -38.5ポイント 

子宮体がん 25.6ポイント 肺がん -29.4ポイント 

胆道がん 6.8ポイント 卵巣がん -26.2ポイント 

膵がん 7.6ポイント 胃がん -17.6ポイント 

前立腺がん 3.1ポイント 乳がん -15.4ポイント 

  子宮頸がん -15.4ポイント 

  大腸がん -11.8ポイント 

  リンパ組織がん/白血病 -1.2ポイント 
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悪性新生物

に関する医

療費の状況 

● 疾病大分類で悪性新生物に分類される疾病のうち、入院の総医療費に占める

割合の高い疾病は、｢リンパ組織/白血病｣、｢大腸がん｣、｢肺がん｣である。 

● 外来の総医療費に占める割合の高い疾患は、「肺がん」、「大腸がん」、「リ

ンパ組織/白血病」である。 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

 総医療費（外来）の上位5疾患 

悪性新生物の総医療費（外来）の上位５疾患、平成30年度～令和４年度の状況を図3-9に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3-9 悪性新生物の総医療費（入院）（平成30～令和4年度）              【データ】CH25データ 

           

平成30年度から令和4年度における総医療費（外来）が増加している疾患と減少している疾患

を表3-8に示す。 

表3-8 増加している疾患と減少している疾患（対平成30年度比） 

増加 減少 

疾患名 対平成30年度比 疾患名 対平成30年度比 

肝がん 313.2ポイント 乳がん -14.2ポイント 

食道がん 89.9ポイント   

リンパ組織/白血病 63.3ポイント   

膵がん 49.1ポイント   

胃がん 37.0ポイント   

子宮体がん 28.9ポイント   

胆道がん 28.5ポイント   

子宮頚がん 26.8ポイント   

子宮がん 24.1ポイント   

大腸がん 16.7ポイント   

肺がん 10.2ポイント   

卵巣がん 8.2ポイント   

甲状腺がん 5.6ポイント   

前立腺がん 1.8ポイント   
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

3.1.7 柔道整復療養費の状況 

  

  

 

 柔道整復療養費の状況 

平成30年度～令和4年度の柔道整復療養費の支給状況について、図3-10に示す。 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-10 柔道整復療養費の支給（平成 30～令和 4 年度）               【データ】当組合決算データ 

 長期受療者の状況 

1年間に7ヵ月以上の柔道整復療養費の支給申請がある長期受療者の状況について、図3-11に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3-11 柔道整復療養費の長期受療件数（平成 30～令和 4 年度）            【データ】当組合決算データ 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

3.1.8 後発医薬品の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 後発医薬品の利用率 

後発医薬品の利用率を図3-12に示す。後発医薬品の利用率は毎年増加している。 

 

 

図 3-12 後発医薬品の利用率（平成30～令和4年度）                【データ】当組合決算データ 

  

 後発医薬品の切り替え割合 

平成30年度から令和4年度までの後発医薬品減額差額通知数と切り替え割合を図3-13に示す。 

 

 

図 3-13 後発医薬品の切り替え割合（平成30～令和4年度）            【データ】当組合決算データ 
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● 後発医薬品の数量シェア（利用率）は増加傾向にあり、令和5年3月時点で

82.7％である。 

● 切り替え割合は、後発医薬品差額通知発送直後を除いて9%～12％台である。 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

 差額通知発送分の効果額 

平成30年度から令和4年度までの差額通知発送から切り替え人数と効果額を図3-14に示す。 

                                                                                                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

 図 3-14 差額通知発送から切り替え人数と効果額（平成 30～令和 4 年度）     【データ】当組合決算データ 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

3.2 健診データの分析 

3.2.1 特定健康診査の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 特定健康診査受診率（経年） 

特定健康診査受診率の推移を図3-15に示す。 

 

 

図 3-15 特定健診受診率の推移（平成30～令和4年度）              【データ】法定報告データ
※

 

※法定報告データは、データ提出期限の関係で、当年度の集計に反映されていないデータが存在する。 

 特定健康診査受診率（年齢階層別） 

令和4年度の年齢階層別の特定健康診査受診率を図3-16に示す。 

 

 

図 3-16 年齢階層別特定健診受診率（令和4年度）                 【データ】法定報告データ 
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している。 

● 年齢階層別に見ると、60～64 歳 61.1%、65～69 歳 60.6%と高く、45～49 歳

57.7%、40～44 歳 56.0%と低い。 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

3.2.2 特定健診・未受診者における生活習慣病治療状況 

 

 特定健診受診・未受診者における生活習慣病治療有無の状況 

特定健康診査受診・未受診別の生活習慣病治療有無の状況を図3-17に示す。健診未受診者のう

ち、49.8%が生活習慣病治療中である。 

 

 

 

図 3-17 特定健診受診・未受診者における生活習慣病治療有無の状況（令和4年度速報
※

）  【データ】KDBデータ 

※ 令和5年度7月処理時点における令和4年度データ。 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

3.2.3 特定保健指導の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

 

図 3-18 特定保健指導利用率の推移（平成30～令和4年度）              【データ】法定報告データ 

 

 

図 3-19 年齢階層別の特定保健指導利用率（令和4年度）                  【データ】法定報告データ 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

3.2.4 内臓脂肪症候群該当者・予備群者の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-20 内臓脂肪症候群該当者・予備群者の割合（平成30～令和4年度）       【データ】法定報告データ 

 

 

図 3-21 年齢階級別内臓脂肪症候群該当者・予備群者の割合 （令和4年度）     【データ】法定報告データ 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

3.2.5 保健指導対象者の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 3-22 保健指導対象者の割合（平成30～令和4年度）                【データ】法定報告データ 

 

 

図 3-23 年齢階級別保健指導対象者の割合（令和4年度）               【データ】法定報告データ 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

3.2.6 特定健診結果の状況 

 

 

 

 

 

 

 特定健康診査結果有所見者の状況 

男女別に全国を100として当組合の値と比較する。その結果を図 3-24、25に示す。 

100を超えると全国より上回っていることを意味する。 

男性では、肥満リスクのBMI、血圧リスクの拡張期血圧、脂質リスクの中性脂肪、LDL‐Cが全

国の有所見者の割合より上回っている。女性は、肥満リスクのBMI、血圧リスクの拡張期血圧、

脂質リスクの中性脂肪、HDL⁻C、肝機能リスクのALTが全国の有所見者の割合より上回ってい

る。 

  

■男性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 図 3-24 特定健診結果有所見者割合の全国との比較（男性）（令和4年度速報）      【データ】KDBデータ 
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図 3-25 特定健診結果有所見者割合の全国との比較（女性）（令和4年度速報）      【データ】KDBデータ 
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● 男性の BMI リスク、拡張期血圧リスク、中性脂肪リスク、LDL-C リスク、ALT

リスクの有所見者の割合は、全国を上回っている。 

● 女性の BMI リスク、拡張期血圧リスク、中性脂肪リスク、HDL-C リスク、ALT

リスクの有所見者の割合は、全国を上回っている。 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

⚫ 健診検査項目の保健指導判定値及び受診勧奨判定値 

          厚生労働省「標準的な健診・保健指導プログラム【改訂版】」に記す健診検査項目の保健指導

判定値及び受診勧奨判定値を表 3-9 に示す。但し、腹囲等リスクを示す BMI、腹囲について

は、保健指導対象者の選定のための階層化の基準を示す。 

表 3-9 健診検査項目の保健指導判定値及び受診勧奨判定値 

 健診検査項目 保健指導判定値 受診勧奨判定値 

腹囲等リスク 

BMI 25  

腹囲 男性85 cm 女性90 cm  

血圧リスク 

収縮期血圧 130 mmHg 140 mmHg 

拡張期血圧 85 mmHg 90 mmHg 

血糖リスク 

空腹時血糖 100 mg/dl 126 mg/dl 

HbA1c 5.6% 6.5% 

脂質リスク 

空腹時中性脂肪 150 mg/dl 300 mg/dl 

随時中性脂肪 175 mg/dl 300 mg/dl 

HDL-C 39 mg/dl 34 mg/dl 

LDL-C 120 mg/dl 140 mg/dl 

肝機能リスク ALT（GPT） 31 U/L 51 U/L 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

3.2.7 生活習慣の状況 

 飲酒の状況 

男女別の飲酒の状況を全国と比較したグラフを図 3-26 に示す。男性は毎日飲酒の割合が全国

を 11.8 ポイント上回っている。女性は男性より毎日飲酒の割合は低いが、全国を 4.9 ポイント

上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3-26 男女別飲酒の状況の全国との比較（令和4年度）                 【データ】KDBデータ 

 喫煙の状況 

男女別の喫煙の状況を全国と比較したグラフを図3-27に示す。男性は18.3ポイント、女性は

7.5ポイント全国を上回っている。 

 

図 3-27 男女別年齢階層別喫煙状況の全国との比較（令和4年度）              【データ】KDBデータ 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

 喫煙の状況（年齢別） 

年齢別の男女別喫煙の状況は、男性、女性とも年齢層が上がるほど低下している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-28 男女別年齢階層別喫煙状況（令和4年度）                     【データ】KDBデータ 

 

 喫煙の状況と糖尿病の関係 

非喫煙者と喫煙者の糖尿病にかかる一人当たり医療費では、糖尿病の医療費が喫煙者の方が高

い。令和4年度では、非喫煙者より喫煙者の糖尿病にかかる一人あたり医療費は7,641円の差が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-29 非喫煙者と喫煙者の糖尿病医療費の推移(平成 30～令和 4 年度)         【データ】CH25 データ 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

 運動習慣と食習慣の状況 

運動習慣と食習慣の状況を全国と比較すると、ほぼすべての項目で全国を上回っており、特に

週3回以上朝食を抜く、週3回以上就寝前に夕食を摂る割合が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         図 3-30 運動習慣と食習慣の全国との比較（令和 4 年度）               【データ】KDB データ 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

3.2.8 肺がん検診の受診状況 

 

 

 

 

 

 

 肺がん検診の受診状況 

    肺がん検診の受診状況を図3-31に示す。 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-31 肺がん検診受診の推移（平成 30～令和 4 年度）              【データ】当組合決算データ 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

3.2.9 胸部レントゲン写真の再読影（アスベスト対策）の状況 

 

 

 

  本部経由再読影者の結果（経年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-32 本部経由胸部レントゲン写真再読影者と有所見率（平成30～令和4年度）  【データ】当組合決算データ 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

3.2.10 一般健康診査の受診状況 

 

 

 

 

 

 一般健康診査（40 歳以下）受診率（経年） 

一般健康診査受診率の推移を図 3－33 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 図3-33 一般健診受診率（40歳以下）の推移（平成30～令和4年度）        【データ】当組合決算データ 

 

 一般健康診査（40 歳以下）受診者数（年齢階層別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   図 3-34 年齢階層別一般健診受診率（40 歳以下）（令和 4 年度）         【データ】当組合決算データ 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

3.3 課題・対策の方向性 

被保険者の特性、医療費、健診等結果から見えた健康課題を表3-10に整理する。 

 

表 3-10 データ分析の結果から見えた健康課題 

データ分析の結果 健康課題 

1 被保険
者情報等
か ら 見 る
分析 

被保険者
の状況 

平成30年度から令和2年度までの
間、被保険者数は増加していたが、
令和3年度から減少に転じている。 

平成30年度から総医療
費、1人当たり医療費が増
加。外来の医療費は自然
増、入院の医療費は減少
している。 
総医療費、1人当たり医療
費の増加が続いているた
め、被保険者の健康保持
増進及び医療費適正化を
目的とした対策が必要であ
る。 

組合員 40~74歳 40.8% 
65~74歳 24.4%  

家族  40~74歳 18.5% 
65~74歳 16.3%である。 

2 医療費
情報から 
見る分析 

医療費全
体の状況 

総医療費、1人当たり医療費は令和
2年度は減少しているが、平成30年
度から年々増加している。 

外来の医療費は平成30年度から令
和4年度まで変化はほぼ見られてい
ない。 

中分類疾
病別医療
費の状況 

＜総医療費＞ 
糖尿病、高血圧が外来の合計で上
位である。 

 

高血圧対策 
 
糖尿病対策 
 
｢糖尿病｣「高血圧」の総
医療費、レセプト件数、外
来における高額医療の罹
患者が上位である。糖尿
病、高血圧性疾患に主眼
に置いた生活習慣病の発
症、重症化への対策が課
題である。 
 
虚血性心疾患の1人当た
り医療費が高く、リスク要因
として考えられる喫煙、飲
酒等生活習慣改善への対
策が課題である。 

＜レセプト件数＞ 
高血圧、糖尿病が外来の合計で上
位である。 

＜1件当たり医療費＞ 
悪性リンパ腫、白血病が入院外来の
合計で上位である。 

高額医療
費（上位
50位）の
状況 

基礎疾患のうち、高血圧性疾患の有
病率が最も高い。 
平成30年度から年々上位50位の
合計医療費が増加している。 

悪性新生
物の医療
費 

入院外来合計で総医療費が高額な
疾病は、血液の悪性新生物、大腸
の悪性新生物、肺の悪性新生物で
ある。 
平成30年度比でレセプト件数が増
加している疾患は、入院では膵臓の
悪性新生物、外来では肝臓の悪性
新生物である。 

 
がん検診の受診勧奨 
 
肺がん、大腸がんの医療費
がかかっており、がん検診受
診による早期発見、生活
習慣の改善への働きかけが
必要である。 
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3 データ分析結果に基づく健康課題 

データ分析の結果 健康課題 

3 特定健
診 ･ 保健
指導情報
か ら 見 る
分析 

特定健診
の受診状
況 

特定健診受診率は58.9%、組合
員62.9%、家族51.3%である。 

特定健診受診勧奨 
 
受診率が目標（70%）
に達していないため、特定
健診未受診者への対策が
課題である。 

健診未受診者の割合は41.6% 
うち49.8%が生活習慣病治療中で
ある。 

特定保健
指導の実
施状況 

特定保健指導利用率は17.6%、
積極的支援が14.8%、動機付け支
援21.2%である。 

 
特定保健指導利用勧奨 
 
利用率が目標（30%）
に達していないため、特定
保健指導未利用者への対
策が課題である。 
 

内臓脂肪
症候群の
該当状況 

内臓脂肪症候群該当・予備群が
35.0％である。 

生活習慣の改善 
 
肥満、喫煙、飲酒対策に
対応する生活習慣の改善
に向けたポピュレーションアプ
ローチが必要である。 

保健指導
対象者の
状況 

保健指導対象者の割合は21.3％
で、積極的支援該当率は12.0％、
動機付け支援該当率は9.3％であ
る。 

生活習慣 

喫煙率は33.2%、男性41.9%、女
性13.5%であり、全国の値を上回っ
ている。 

毎日飲酒し て い る人の割合は
42.8%であり、全国の値を上回って
いる。 
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4 第3期データヘルス計画の取り組み 

4 第3期データヘルス計画の取り組み 

4.1 基本的な考え方 

医療費、特定健康診査結果等健康リスクから明らかとなった健康課題を解決するため、第3期

データヘルス計画は、「被保険者の更なる健康保持、増進」「保険者としての医療費適正化」を

目的に、「支部と連携し、被保険者の健康づくりを支援し、生活習慣病発症・重症化予防」を実

施する。 

 

健康課題に基づく対策の実施に向け、第3期データヘルス計画は第2期データヘルス計画にて重

点的に実施してきた保健事業を振り返り、当組合の健康課題に即した保健事業を効果的・効率

的に実施する。 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康づくりの推進 

生活習慣病発症・重症化予防 

➢ 被保険者の更なる健康 

保持、増進 

➢ 保険者としての医療費 

適正化 

本部・支部との連携 
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4 第3期データヘルス計画の取り組み 

第3期データヘルス計画において当組合が重点的に取り組むべき保健事業（令和6年～11年度）

の実施事項及び成果目標（令和11年度）を以下に示す。 

 

 

対策 目標 関連事業 

生活習慣病の改善及び重症化予防のため、リ

スク保有者の早期受診を勧奨する事業を実施

する。 

・対象者の医療機関受診

率の向上 

・特定保健指導対象者の

減少 

【継続】 

ハイリスクアプロ

ーチ事業 

健康課題に応じた

健康づくりの支援

（ポピュレーショ

ンアプローチ） 

【継続】 

がん検診 

患者や家族の負担が大きく、医療費の多くを

占めるがんの対策として、がん検診の受診を

干渉し、受診者の増加に努める。 

健診後を追跡し、要精密検査以上の対象者の

医療機関受診状況を把握する。 

・後発医薬品使用割合の

増加 

・長期受療者への文書通

知 

・重複・多剤処方などの

受診者の減少 

生活習慣病の予防、早期発見のため、特定健

康診査の受診勧奨を実施。また、他の法令に

基づく健康診査受診者等のデータを収集し、

より多くの被保険者の健康リスクを把握す

る。 

生活習慣病の予防のため、生活習慣の改善の

きっかけとして特定保健指導の利用を勧奨す

る。 

・健康診査の受診率向上 

・特定保健指導の実施率

向上 

【継続】 

健康診査事業 

特定保健指導事業 

・がん検診受診率の向上 

【継続】 

後発医薬品減額差

額通知 

柔道整復施術療養

費の適正化 

多受診アプローチ

事業 

 

被保険者の健康維持と限りある財源を効果的

に活用できるよう、医療費適正化を進める。 
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4 第3期データヘルス計画の取り組み 

4.2 第3期データヘルス計画（令和6～11年度） 

第3期データヘルス計画（令和6～11年度）にて実施する個別保健事業の実施計画を以下に示す。 

計画期間中間年度である令和8年度に、令和6～7年度に行った事業の評価を行い、評価結果に

基づき、必要に応じ令和8～11年度に実施する計画、目標値（令和11年度）の見直しを行う。 

4.2.1 個別保健事業における評価の考え方について 

データヘルス計画は、保健事業を計画することにとどまらず、PDCAに沿った保健事業を実施

するため、評価指標を設定し、保健事業を評価した結果に基づき見直していくことが重要であ

る。 

評価に際しては、ストラクチャー・プロセス・アウトプット・アウトカムの４つの視点に立っ

て多角的に評価を実施する。 

 評価の視点と評価方法、評価時期の考え方 

評価視点 評価方法 評価の時期 

ストラクチャー 

保健事業を実施する上で無理のない効果的な

体制かなど保健事業を実施するための仕組みや

実施体制を評価 

当該年度 

プロセス 

対象者の選定方法、対象者へのアプローチ方法

（通知方法や保健指導方法等）など保健事業

の目的や目標の達成に向けた過程（手順）や

活動状況を評価 

当該年度 

アウトプット 
事業の参加者数など事業実施量に関する達成

状況を評価 
当該年度 

アウトカム 実施前後の比較等により成果を評価 

当該年度 

実施翌年度（特定健康診査

結果等データによる分析） 
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4 第3期データヘルス計画の取り組み 

4.2.2 第3期データヘルス計画 個別保健事業  

 目標は、令和8年度に中間評価を行い、改めて令和11年度の目標を設定する。 

事業名 事業の目的及び内容、目標 

特定健診 

及び   

一般健診 

節目人間 

ドック 

目的 生活習慣病の予防 

内容 

集団健診がメイン 

年度 1 回 7,000 円を上限に補助 

ア．集団健診 

支部・出張所が自支部の被保険者を対象に、契約健診機関を利用して

施設型・巡回型の集団健診を実施 

イ．個人健診 

 集団健診に参加できない方、かかりつけ医等で受診した方が、窓口で

全額自己負担した後に中建国保に申請をすることで償還払いを行う 

ウ．事業所健診に対する協力費 

 事業所が独自に健診を行った場合に、結果を提供してもらう対価とし

て協力費を事業所に支払う 

エ．節目人間ドック 

 節目年齢を迎える方が、特定健診にかえて人間ドックを受診したと

き、ドックの費用額に応じて補助 

費用額が 30,000 円以上 40,000 円未満の場合は 15,000 円補助 

費用額が 40,000 円以上の場合は 20,000 円補助 

目標 

アウトカム 

（目標値） 

家族被保険者の健康意識の向上と健診の受診勧奨 

 

アウトプット 

（目標値） 

健診受診率の向上 

令和 11 年度 70.0％ 

特定保健 

指導 

目的 
専門職の個別介入により、対象者が自らの健康状態を自覚し生活習慣を

改善する 

内容 
特定健診の結果、階層化で保健指導が必要とされた方が、特定保健指導

を利用した費用を補助 

目標 

アウトカム 

（目標値） 

経年の保健指導対象者数の減少 

令和 11 年度 保健指導対象者割合 20.0％ 

アウトプット 

（目標値） 

特定保健指導実施率 

令和 11 年度 30.0％ 
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4 第3期データヘルス計画の取り組み 

事業名 事業の目的及び内容、目標 

がん検診 

目的 がん検診の受診を勧奨し、早期発見と医療費の減少 

内容 
基本健診と胸部レントゲンとともに実施 

年度1回2,000円を上限に補助 

目標 

アウトカム 

（目標値） 

効果的な運用のための状況把握 

 

アウトプット 

（目標値） 

がん検診受診率 

令和11年度 60.0％ 

 

胸部レント

ゲン撮影 

目的 
職業病（アスベスト）対策として胸部レントゲン撮影を勧奨し、有所見

者の早期発見と早期治療による職業病患者の減少 

内容 
基本健診とがん検診とともに実施 

年度1回2,000円を上限に補助 

目標 

ア ウ ト カ ム

（目標値） 

効果的な運用のための状況把握 

 

アウトプット

（目標値） 

胸部レントゲン撮影受診率 

令和11年度 60.0％ 

インフル 

エンザ予防 

接種補助 

目的 
インフルエンザの罹患予防と負担の軽減、インフルエンザの重症化によ

る医療費の抑制 

内容 
接種時点で資格のあるすべての被保険者 

年度2回まで、1回2,000円を補助 

目標 

アウトカム 

（目標値） 

インフルエンザによる重症患者数の減少 

令和11年度 10人 

アウトプット 

（目標値） 

接種率 

令和11年度 20.0％ 

肺炎球菌予

防接種補助 

目的 肺炎の罹患予防と負担の軽減、肺炎の重症化による医療費の抑制 

内容 
接種時点で資格のある、市区町村が実施する肺炎球菌予防接種を受けた

被保険者 

目標 

アウトカム 

（目標値） 

65歳以上の肺炎による重症患者数の減少 

令和11年度 5件 

アウトプット 

（目標値） 

接種率 

令和11年度 3.0％ 
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4 第3期データヘルス計画の取り組み 

事業名 事業の目的及び内容、目標 

アスベスト

再読影 

目的 アスベスト患者の掘り起こし 

内容 
40歳以上の組合員と60歳以上の家族で、集団健診時に胸部レントゲン

撮影をした方のレントゲン写真を専門医が読影を行う 

目標 

アウトカム 

（目標値） 

有所見者割合の減少 

令和11年度 8.0％ 

アウトプット 

（目標値） 

再読影実施率 

令和11年度 55.0％ 

労災認定等

の職業病 

関連支援 

目的 アスベスト患者の掘り起こし及び労災認定の取組への協力・支援 

内容 アスベスト患者が労災認定された場合に支援金を補助 

目標 

アウトカム 

（目標値） 

労災認定による医療費の削減 

令和11年度 3,500万円 

アウトプット 

（目標値） 

労災切り替え件数 

令和11年度 15件 

ハイリスク

アプローチ

事業 

目的 
健診結果で疾患を発症しやすいリスクが高い方の健康意識の改善を図

る 

内容 

生活習慣病関連で医療機関未受診・特定保健指導未実施 

特定健診の結果、血糖に加えて血圧もしくは尿たんぱくのいずれかが基

準値よりも高い方に文書通知を行う 

目標 

アウトカム 

（目標値） 

医療機関受診率 

令和11年度 45.0％ 

アウトプット 

（目標値） 

受診勧奨が必要な者のうち、受診勧奨を実施した割合 

令和11年度 100％ 

健康・体力

づくり 

目的 
学習や体験を通じて、生活に充実感や生きがいをもたらし、健康増進や

疾病の予防・重症化防止に役立て、医療費節減に役立てる 

内容 支部・出張所が開催する健康体力づくり教室の費用を補助 

目標 

アウトカム 

（目標値） 

参加率の増加 

令和11年度 5.0％ 

アウトプット 

（目標値） 

多様なテーマでの事業を実施 

令和11年度 開催会場数 300会場 
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4 第3期データヘルス計画の取り組み 

 

事業名 事業の目的及び内容、目標 

保養施設 

宿泊補助 

目的 
旅やレクリエーションを生活の中に取り入れて、心と体の健康づくりを

進める 

内容 
保養施設に宿泊をした日において、被保険者資格を有する方に、1人当

たり3,000円を補助（但し宿泊費無料の場合は補助対象外） 

目標 

アウトカム 

（目標値） 

補助率 

令和11年度 2.0％ 

アウトプット 

（目標値） 

事業の周知 

令和11年度 1回以上 

健康家庭 

祝金 

目的 
健診の受診や医療費の節約に努めるなど、1年間健康管理に努めた世帯

を表彰し、被保険者の健康の保持増進を図る 

内容 
1年間保険給付を受けておらず、組合員が健康診査を受けている世帯に

祝金を支給する 

目標 

アウトカム 

（目標値） 

対象世帯数の増加 

令和11年度 4.0％ 

アウトプット 

（目標値） 

事業の周知 

令和11年度 1回以上 

健康相談室

医療情報 

提供 

目的 被保険者の健康づくりや在宅介護を支援する 

内容 

電話による相談専用窓口を開設し、被保険者からの問い合わせに対し、

医師・保健師等による適切な指導及び情報提供を行う 

メンタルヘルスカウンセリング窓口を開設し、電話や対面でカウンセリ

ングを行う 

目標 

アウトカム 

（目標値） 

電話相談の利用率 

令和11年度 3.0％ 

アウトプット 

（目標値） 

事業の周知 

令和11年度 1回以上 

後発医薬品

減額差額 

通知 

目的 
後発医薬品へ切り替えることにより、患者負担が軽減できることを周知

し、医療費の削減を図る 

内容 
4月診療分と11月診療分の年2回通知とシールを配付 

後発医薬品への切り替えで月300円以上の減額差額がある方 

目標 

アウトカム 

（目標値） 

使用率 

令和11年度 80.0％以上 

アウトプット 

（目標値） 

差額通知の継続 

令和11年度 2回 
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4 第3期データヘルス計画の取り組み 

事業名 事業の目的及び内容、目標 

医療費通知 

目的 医療費の抑制と医療機関の不正請求の抑止を図る 

内容 
12月末日に資格のある被保険者に、受診した1年分の医療費等の内容を

通知する 

目標 

アウトカム 

（目標値） 

事業の周知 

令和11年度 1回 

アウトプット 

（目標値） 

医療費通知の継続 

令和11年度 1回 

柔道整復 

施術療養費 

適正化 

目的 
疑義を生じる申請書の調査等、支給の適正化を図る  

柔道整復の正しい知識の周知を図り、医療費適正化を目指す 

内容 
疑義が生じた被保険者へ照会状及びリーフレットの送付を行い、状況調

査を行う 

目標 

アウトカム 

（目標値） 

長期受療者数の減少 

令和11年度 長期受療者2,500人 

アウトプット 

（目標値） 

事業の継続 

 

中建国保の

学習会 

目的 
中建国保の事業の周知や医療費節約の徹底など事業運営上の協力要請

を行う 

内容 
支部が学習会の日程や会場を企画し、本部は開催にかかる費用の補助を

行う 

目標 

アウトカム 

（目標値） 

全支部での開催 

令和11年度 32支部 

アウトプット 

（目標値） 

事業の周知 

  

国保だより 

目的 

中建国保の事業の理解を深め、健全な運営への協力を促す 

健康管理意識の啓発を進め、自身の健康の保持増進について関心を持っ

てもらう 

内容 

かてい版（被保険者向け）は、中建国保の事業を理解し、健全運営に協

力してもらうことや医療や健康に関心を持ってもらう記事を掲載 

情報資料版（役職員向け）は、情勢報告や事業の協力要請、支部・出張

所の活動を紹介する記事などを掲載 

目標 

アウトカム 

（目標値） 

事業の継続 

 

アウトプット 

（目標値） 

定期発行の継続 

令和11年度 かてい版 6回 情報資料版 6回 
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4 第3期データヘルス計画の取り組み 

 

事業名 事業の目的及び内容、目標 

便利帳・ 

ホームペー

ジ・カレン

ダー・各種

リーフレッ

ト作成・ 

健康ウェブ

サイト 

目的 

被保険者や加入を検討している方に中建国保の事業や手続き等の周知

を行う。また、日々の暮らしの質の向上や生きがいをもたらす情報を提

供し、自身の健康増進・意識改善に一役を担う 

内容 

便利帳は1冊の冊子に被保険者にとって必要な事業の案内や各種申請

の手続きなどをまとめたもので年1回発行 

ホームページは、便利帳と連携した形で事業案内やお知らせを掲載 

カレンダーは、被保険者が健康に関心を持ってもらう内容を掲載し、年

1回発行 

リーフレットは近年のテーマを考慮し、中建国保の学習会や健康・体力

づくり事業などで活用できる内容を精査して作成 

中建国保のホームページにウェブサイトをリンクし、健康体操や「心の

健康」等に関するコラム、生活習慣病予防に効くレシピなど10のコン

テンツを掲載 

目標 

アウトカム 

（目標値） 

事業の周知 

 

アウトプット 

（目標値） 

事業の継続 

 

歯周病対策 

目的 
口腔衛生への関心を高め、歯周病予防及び口腔の健康の保持増進を進め

て歯科医療費の削減につなげる 

内容 

歯科健診は、歯科医師と歯科衛生士による検診と保健指導を行う 

歯周病リスク検査は、集団健診時に同日開催し、歯周病のリスク判定と

歯科受診勧奨を行う 

目標 

アウトカム 

（目標値） 

効果的な運用の検討 

 

アウトプット 

（目標値） 

事業の参加者 

令和11年度 5,000人 
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4 第3期データヘルス計画の取り組み 

事業名 事業の目的及び内容、目標 

多受診アプ

ローチ事業 

目的 

医療機関への頻回受診や重複・多剤処方を続けることによる健康障害を

発生しやすい方が医療機関へ相談する必要性や実際に相談することを

促す 

内容 

頻回受診は、同月に同一医療機関の受診が15日以上ある 

重複処方は、同月に3医療機関以上から同じ薬効の医薬品の処方が1種

類以上ある 

多剤処方は、65歳以上で同月に15剤以上の医薬品の処方がある 

年1回通知を行い、保健相談希望者に本部保健師が保健相談を行う 

目標 

アウトカム 

（目標値） 

受診状況の改善率・医療費の削減 

令和11年度 改善率40.0％ 

アウトプット 

（目標値） 

通知の継続 

令和11年度 1回 
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5 第4期特定健康診査等実施計画 

5 第4期特定健康診査等実施計画 

5.1 第3期特定健康診査等実施計画の振り返り 

5.1.1 国の定めた目標値 

国は、第１期計画の策定時、「特定健康診査等実施計画作成の手引き」において、「平成27年度

には、同20年度と比較して、糖尿病等の生活習慣病の有病者・予備群を25%減少させる」こと

を政策目標として掲げており、令和5年度までの第3期計画における目標としても同様の25%減

少を掲げている。 

上記の目標を国全体で達成するため、国は令和11年度における国保組合の目標値を以下に設定

している。 

 

◼ 特定健康診査受診率 70.0% 

◼ 特定保健指導利用率 30.0% 

 

5.1.2 目標 

第2期計画期間の実績や国が定めた目標値を参考として、当組合では第3期計画期間の達成目標

値について表5-1に示す数値を設定した。 

 

表 5-1 第3期特定健康診査等実施計画の目標値                          （単位：%） 

 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

特定健康診査受診

率 
60.0 61.5 63.0 65.0 67.0 70.0 

特定保健指導利用

率 
10.0 14.0 18.0 22.0 26.0 30.0 

5.1.3 第3期特定健康診査等実施計画の実施状況 

 特定健康診査受診率・特定保健指導利用率 

平成30～令和4年度までの特定健康診査受診率・特定保健指導利用率を表5-2に示す。 

 

表 5-2 第3期特定健康診査受診率・特定保健指導利用率                      （単位：%） 

 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

特定健康診査受診率 60.0 60.0 53.3 57.2 58.9 

特定保健指導利用率 8.0 10.1 15.1 17.1 17.6 

【データ】法定報告データ 



 

 

 55    

 

5 第4期特定健康診査等実施計画 

 メタボリックシンドローム該当者・予備群の状況 

平成30～令和4年度までのメタボリックシンドローム該当者・予備群の状況を表5-3に示す。 

メタボリックシードローム該当率は19.8％であり、平成30年度比1.1％増加している。 

メタボリックシンドローム予備群該当率は15.2％であり、平成30年度比0.7％増加している。 

 

表 5-3 メタボリックシンドローム該当者・予備群の割合                     （単位：%） 

 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

メタボリックシンドローム

該当率 
18.7 18.9 20.0 19.8 19.8 

メタボリックシンドローム

予備群該当率 
14.5 14.5 15.2 15.3 15.2 

計 33.2 33.4 35.2 35.1 35.0 

【データ】法定報告データ 
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5 第4期特定健康診査等実施計画 

5.2 第4期特定健康診査等実施計画 

第3期計画期間の受診率の実績や国が定めた目標値（特定健康診査受診率70.0%、特定保健指

導利用率30.0%）を参考として、当組合では第4期計画期間の達成目標値について以下のよう

に設定する。 

5.2.1 特定健康診査受診率・特定保健指導利用率（目標） 

国が定めた目標値（令和11年度に特定健康診査受診率70.0%、特定保健指導利用率30.0%）

を参考とし、目標値を設定する。 

計画期間の中間年度である令和8年度に、令和6～7年度に行った実施状況を確認し、必要に応

じ令和9～11年度に実施する計画、目標値（令和9～11年度）の見直しを行う。 

 

表 5-4 第4期特定健康診査・特定保健指導実施計画の目標値 

 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 

特定健康診査 
受診率 

60.0 62.0 64.0 66.0 68.0 70.0 

特定保健指導 
利用率 

20.0 22.0 24.0 26.0 28.0 30.0 

特定保健指導対象
者減少率（平成
20年度比） 

－ － － － － 25.0 

5.2.2 特定健康診査の対象者数（見込み）・目標受診者数 

平成30～令和4年度における被保険者数の伸び率をもとに令和6～11年度の特定健康診査対象

者数を算出する。 

 対象者数（見込み） 

表 5-5 特定健診対象者数                                   （単位：人） 

 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 

男

性 

40～64歳 65,440 65,283 65,126 64,970 64,814 64,659 

65～74歳 24,623 24,564 24,505 24,446 24,388 24,329 

計 90,063 89,847 89,631 89,416 89,202 88,988 

女

性 

40～64歳 32,790 32,710 32,632 32,554 32,476 32,398 

65～74歳 15,557 15,520 15,483 15,445 15,408 15,371 

計 48,347 48,230 48,115 47,999 47,884 47,769 

計 

40～64歳 98,230 97,993 97,758 97,524 97,290 97,057 

65～74歳 40,180 40,084 39,988 39,891 39,796 39,700 

計 138,410 138,077 137,746 137,415 137,086 136,757 
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5 第4期特定健康診査等実施計画 

 目標受診者数 

表 5-6 特定健診目標受診者数                                

 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 

目標受診率（%） 60.0 62.0 64.0 66.0 68.0 70.0 

対象者数（人） 138,410 138,077 137,746 137,415 137,086 136,757 

目標受診者数 (人) 83,046 85,608 88,157 90,694 93,218 95,730 

5.2.3 特定保健指導の対象者数（見込み）・目標利用者数 

発生率（（特定保健指導（積極的支援、動機付け支援）対象者）÷（特定健康診査受診者））は

令和元～4年度の特定健診受診者数及び特定保健指導を行うべき対象者をもとに推計する。動機

付け支援対象者の発生率は9.7％、積極的支援対象者の発生率11.7％、特定保健指導対象者の

発生率は21.3％とする。 

この発生率を特定健診受診者数（見込み）に乗じ、目標受診者数を算出する。 

 対象者数（見込み）  

表 5-7 特定保健指導対象者数                                 （単位：人） 

 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 

特定健診目標 
受診者数（人） 

83,046 85,608 88,157 90,694 93,218 95,730 

動機付け支援 
対象者数 

8,055 8,304 8,551 8,797 9,042 9,286 

積極的支援 
対象者数 

9,716 10,016 10,314 10,611 10,907 11,200 

合計 17,771 18,320 18,865 19,408 19,949 20,486 

 

 目標利用者数 

表 5-8 特定保健指導目標利用者数 

 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 

目標利用率（%） 20.0 22.0 24.0 26.0 28.0 30.0 

動機付け支援 
利用者数（人） 

1,611 1,827 2,052 2,287 2,532 2,786 

積極的支援 
利用者数（人） 

1,943 2,203 2,475 2,759 3,054 3,360 

合計（人） 3,554 4,030 4,527 5,046 5,586 6,146 
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5 第4期特定健康診査等実施計画 

5.3 特定健診等の実施方法 

 健康診査の実施項目 

実施年度中に40歳以上74歳に到達する者で、かつ当該年度の一年間を通じて資格のある被保険

者に対し、特定健診の基本検査項目を実施。40歳未満の組合員及び20歳以上40歳未満の家族

に対しても、生活習慣病予防の効果を期待し、特定健診の基本検査項目を実施。 

さらに、死亡原因の第一位であるがんを早期発見するためのがん検診、建設労働者という特性

を考慮し、職業病対策としての胸部直接レントゲン撮影、40歳以上組合員及び有所見率の高く

なる60歳以上の家族被保険者で希望する者に対するアスベストの再読影を実施する。 

 

表 5-9 健康診査の実施項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※集団健診の実施にあたり、支部によって、視力、聴力、心電図検査、眼底検査、貧血検査、血清クレアチニン検査等

を追加して実施している。 

 

 

 

 

 

 

基
本
検
査
項
目 

質問（問診） 定められた質問票 

身体計測 

身長 

体重 

腹囲 

BMI 

理学的所見（身体診察）  

血圧 
収縮期血圧 

拡張期血圧 

血中脂質検査 

空腹時中性脂肪（やむを得ない場合は随時中
性脂肪） 

HDL コレステロール 

LDL コレステロール 

 肝機能検査 

 GOT 

 GPT 

 γ-GTP 

血糖検査 
空腹時血糖（やむを得ない場合は随時血糖） 

HbA1c 

尿検査 
糖 

蛋白 

追
加
項
目 

 がん対策  がん検診 

 職業病対策 
 胸部レントゲン撮影 
（40 歳以上組合員、60 歳以上家族で希望する
者にアスベスト再読影） 
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5 第4期特定健康診査等実施計画 

 健康診査の質問票項目 

健康診査の質問票項目と回答の内容を表5-10に示す。 

 

表 5-10 健康診査の質問票項目 

 質問項目 回答 

 現在、a から c の薬の使用の有無  
1 a. 血圧を下げる薬 ①はい②いいえ 
2 b. 血糖を下げる薬又はインスリン注射 ①はい②いいえ 
3 c. コレステロールや中性脂肪を下げる薬 ①はい②いいえ 
4 医師から、脳卒中（脳出血、脳梗塞等）にかかっているとい

われたり、治療を受けたことがありますか。 
①はい②いいえ 

5 医師から、心臓病（狭心症、心筋梗塞等）にかかっていると
いわれたり、治療を受けたことがありますか。 

①はい②いいえ 

6 医師から、慢性腎臓病や腎不全にかかっているといわれたり、
治療（人工透析など）を受けていますか。 

①はい②いいえ 

7 医師から貧血といわれたことがある。 ①はい②いいえ 
8 現在、たばこを習慣的に吸っている。 

※（「現在、習慣的に喫煙している者」とは、条件１と条件
２を両方満たす者である。 
 条件１：最近 1 か月間吸っている 
 条件２：生涯で 6 か月間以上吸っている、又は合計 100

本以上吸っている） 

①はい（条件１と条件 2 を両方満たす） 
②以前は吸っていたが、最近 1 か月間は吸っ
ていない（条件２のみ満たす） 

③いいえ（①②以外） 

9 20歳の時の体重から、10kg以上増加している。 ①はい②いいえ 
10 １回 30 分以上の軽く汗をかく運動を週２日以上、１年以

上実施 
①はい②いいえ 

11 日常生活において歩行又は同等の身体活動を１日１時間
以上実施 

①はい②いいえ 

12 ほぼ同じ年齢の同性と比較して歩く速度が速い。 ①はい②いいえ 
13 食事をかんで食べる時の状態はどれにあてはまりますか。 ①何でもかんで食べることができる 

②歯や歯ぐき、かみあわせなど気になる部分が
あり、かみにくいことがある 
③ほとんどかめない 

14 人と比較して食べる速度が速い。 ①速い②ふつう③遅い 
15 就寝前の２時間以内に夕食をとることが週に３回以上ある。 ①はい②いいえ 
16 朝昼夕の３食以外に間食や甘い飲み物を摂取しています

か。 
①毎日②時々③ほとんど摂取しない 

17 朝食を抜くことが週に３回以上ある ①はい②いいえ 
18 お酒（日本酒、焼酎、ビール、洋酒など）を飲む頻度 ①毎日②週 5～6日③週 3～4日 

④週 1～2 日⑤月に 1～3日⑥月に 1日未
満⑦やめた⑧飲まない（飲めない） 

19 飲酒日の１日当たりの飲酒量 
日本酒１合（アルコール度数 15度 180ml）の目安：ビー
ル（同 5 度）500ml、焼酎（同 25 度）110ml、ワイン
（同14度）180ml、ウイスキー（同43度）60ml、缶チュ
ーハイ（同 5度）500ml（同 7度）350ml 

①１合未満 
②１～２合未満 
③２～３合未満 
④３～5合未満 
⑤5合以上 

20 睡眠で休養が十分とれている。 ①はい②いいえ 
21 運動や食生活等の生活習慣を改善してみようと思いますか。 ①改善するつもりはない 

②改善するつもりである（概ね６か月以内） 
③近いうちに（概ね１か月以内）改善するつ
もりであり、少しずつ始めている 
④既に改善に取り組んでいる（６か月未満） 
⑤既に改善に取り組んでいる（６か月以上） 

22 生活習慣の改善について、これまでに特定保健指導をうけたこ
とがある 

①はい②いいえ 
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5 第4期特定健康診査等実施計画 

 特定保健指導の実施項目 

生活習慣改善のためには、健診結果の理解、本人の自覚、適切な指導が重要である。そのため、

本人が目標を達成できるように、十分な意思疎通を図り、支援をしていく必要がある。また、

期間が長期に及ぶことから、脱落者が生じないよう、利用状況について的確に把握することに

留意する。 

特定健診の健診結果に基づき、特定保健指導の区分ごとに以下の方法により保健指導を実施す

る。 

 

表 5-11 特定保健指導の実施項目 

動機付け支援プログラム 積極的支援プログラム 

保健師による初回面談（20 分）または集団

指導（80 分）を実施し、3 ヶ月以上経過後に

評価を行う。 

 

動機付け支援と同様の方法で初回面談を行うと

共に、保健師による電話またはメール等により 3 ヶ月

以上の継続的支援を実施し、評価（電話等）を行

う。なお、積極的支援の継続的支援形態は電話や

メールを中心とした 180ポイントの支援方法を基本と

する。 

 

 実施場所 

特定健診は、医療機関等と委託契約を行い（令和5年度現在、全国239機関と契約）、健診車に

よる巡回及び会場に設定した施設での集団健診、被保険者が都合のよい時間帯に契約健診機関

に赴いて受診する健診など、支部や地域の事情に合わせて行うこととする。やむを得ず、集団

健診に参加できなかった被保険者については、個別に健診を受けていただき、健診機関で自己

負担した金額を後日償還払いで当組合が負担する。 

特定保健指導は、被保険者の利便性を考慮し、また指導実績等を踏まえながら、適切な保健指

導が実施できる機関と委託契約を結ぶ。特定健診と同様に支部や地域の事情に合わせて行う。 

 実施時期 

特定健診については年間を通じ申し込み受付を行い、年度内一回の健診受診とする。特定保健

指導については階層化が済み次第、随時実施する。 

 受診方法 

原則として、当組合が契約する健診機関で受診することとし、受診に際して受診券・利用券が

必要な場合はこれを交付する。 

集団健診を実施する場合は、支部・出張所が被保険者に通知を行い、被保険者は定められた日

に受診する。個人で受診する場合は、被保険者自身が健診機関に予約をして受診する。原則と

して受診券又は利用券を健診機関に被保険者証とともに提出して特定健診、特定保健指導を受

ける。 

窓口負担は保険者費用負担上限額までは無料とする。限度額を超えた場合はその金額について

受診者本人が負担する。 

 周知・案内方法 

年度のはじめに「中建国保の便利帳」で集団健診の実施、健診の必要性などの周知を図る。中

建国保だよりやホームページに記事を掲載し周知を徹底することとする。 
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5 第4期特定健康診査等実施計画 

 健診データの受領方法 

特定健診データ及び特定保健指導データは、契約健診機関から国保連合会を通じ電子データを

随時（または月単位）受領して保管する。 

また、事業者健診を実施する事業所において電子データによる結果の受領ができない場合等は、

紙による結果データを提出してもらい、国保連合会特定健診標準システム端末から直接入力し

て同様に保管する。なお、保管年数は5年とする。 

 特定健診受診券及び特定保健指導利用券について 

特定健診受診券・特定保健指導利用券ともにハガキタイプ仕様とする。 

1: 特定健診受診券 

【表面記載事項】 

交付年月日、受診券整理番号、被保険者証の記号及び番号、家族番号、受診者の氏名、性別、

生年月日、有効期限、健診内容、保険者費用負担上限額、保険者住所、保険者電話番号、保

険者番号・名称、契約とりまとめ機関、支払代行機関番号、支払代行機関名、公印ほか必要

なコメント等 

【裏面記載事項】 

注意事項ほか必要なコメント 

2: 特定保健指導利用券 

【表面記載事項】 

交付年月日、利用券整理番号、特定健診受診券整理番号、被保険者証の記号及び番号、家族

番号、利用者の氏名、性別、生年月日、有効期限、健診内容、保険者費用負担上限額、保険

者住所、保険者電話番号、保険者番号・名称、契約とりまとめ機関、支払代行機関番号、支

払代行機関名、公印ほか必要なコメント等 

【裏面記載事項】 

注意事項ほか必要なコメント 

 個人情報の保護 

当組合の個人情報保護に関する規則を遵守する。 

組合に個人情報取扱責任者を設置し、理事長がその職を任ずる。組合の役職員は、特定健診等

に係る個人情報について、職務上知り得た内容を他に漏らしてはならない。当該守秘義務に反

した場合は、職員就業規則に準じた懲戒等の処分の対象となるとともに、損害賠償の責任を負

う。 

委託契約をする特定健診機関・特定保健指導機関やデータ解析を委託する機関等に対しては、

業務によって知り得た個人情報を外部に漏らさないこと、データ利用の範囲・利用者等を契約

書に明記する。 

 特定健診等の実施計画の公表・通知 

当計画について、ホームページに掲載し周知を図る。また、被保険者向けの機関紙等の作成に

おいて、実施計画の概要等を掲載する。 

 特定健診等実施計画の評価及び見直し 

当計画については、毎年度、国への報告データを作成する際に前年度実績と事業計画との比較・

検証を行い、翌年度の事業計画等に反映する。目標と大きくかけ離れた場合やその他必要があ

る場合にはその都度、見直しを行う。また、「高齢者の医療の確保に関する法律第18条特定健

康診査等基本方針」に基づき策定する計画であり、健康増進法第9条に規定する「健康診査の実

施等に関する指針」の内容に留意し、見直しを行う。 
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6 データヘルス計画の運用 

6 データヘルス計画の運用 

6.1 データヘルス計画の評価と運用 

計画した保健事業をより実効性の高いものとするため、各保健事業の実施状況を確認し、当組

合理事会に毎年報告する。 

令和8年度に中間評価を行い、令和9～11年度の目標を検討する。 

令和11年度中に事業の評価を行い、評価した結果を次期のデータヘルス計画へ反映する。 

 

6.2 計画の公表・周知 

第3期データヘルス計画は、当組合ホームページへ掲載するなど、自由に閲覧できるようにする。 

 

6.3 個人情報の保護 

個人情報の保護の取り扱いに関しては、当組合で定める「個人情報保護に関する規則」を遵守

する。 

また、個人情報の取り扱いについて、その利用目的をできる限り特定し、被保険者に分かりや

すい形で通知する。中建国保の便利帳及びホームページで公表し、個人データの利用について

本人が容易に知り得る状態とする。 

 

6.4 実施における留意事項 

第3期データヘルス計画の推進にあたり、支部と密に連携するため、健診結果、医療費の分析を

行うことで、中建国保の特徴や各支部の傾向を把握し、支部及び出張所へ健康づくりに資する

情報を提供する。 
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6 データヘルス計画の運用 
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